
千代田区 介護事業所の皆様へ 

居宅サービス事業所等人材確保・採用支援補助金のご案内 

令和８年度実施 

千代田区は、区内の介護事業所（居宅・施設）における介護職員の採用活動を支援するため、人材紹介手数料

および採用活動に係る経費の一部を補助します。 

 

  ① 補助対象者 

・ 介護保険法に基づく指定を受け、千代田区内に所在する介護事業所（居宅・施設）を運営する法人 

・ 申請は法人単位。区内に複数事業所がある場合は合算して一括申請 

 

  ② 補助対象取組・補助額 

取組区分 主な補助対象経費 補助額・上限 補助条件 

①人材紹介 手数料

補助 

人材紹介会社を利用して正規

職員（介護職）を採用した際

の紹介手数料 

実費の 

3/4 を補助 

上限  

70 万円（採用１人当

たり）※法人単位 

採用した正規職員が区内事業所

に配属後、継続して６か月以上正

規職員として雇用されていること 

②採用活動 経費補

助 

HP 作成・求人広告掲載・Web

面接システム・チラシ印刷・ネット

広告・就職フェア出展・採用アウ

トソーシング等 

実費の 

3/4 を補助 

上限  

50 万円/法人 

専ら介護職員の採用を目的とする

経費であること 

 

  ③ 申請から補助金受取までの流れ 

STEP 1 

補助要件の充足 

採用後６か月の継続雇用

等、要件を充足 

▶ 

STEP 2 

交付申請書兼  

実績報告書の提出 

必要書類を添付して区に提

出 

▶ 

STEP 3 

交付決定通知 

区が審査後、通知書を受

領 

▶ 

STEP 4 

補助金交付 

請求書を提出し補助金を

受領 

※ 申請書と実績報告書は一体の様式です。要件充足後、速やかにご提出ください。 

 

 



千代田区 介護事業所の皆様へ 

居宅サービス事業所等人材確保・採用支援補助金 

よくある質問（Q&A） 

 

【ご注意】この Q&A は、千代田区居宅サービス事業所等人材確保・採用支援補助実施要綱に基づく内容をまとめたもので

す。ご不明な点はお問い合わせください。 

 

１ 補助対象者 

No 質 問 回 答 

1-1 どのようなサービス種別が補助の対象にな

りますか。 

対象となるサービス種別は要綱別表１に列挙されており、居宅系・地域

密着型・居宅介護支援等の幅広いサービスが含まれます。 

※ 介護保険施設等人材確保・定着・育成支援補助の対象となる施設は、引

き続き同補助の適用となりますので、そちらに申請してください。 

1-2 区内に複数の事業所がある場合、事業

所ごとに申請できますか。 

申請は法人単位で一括です。区内に複数の対象事業所がある場合

は、各事業所の補助対象経費を合算して一つの申請書で申請してくだ

さい。 

 

２ 補助対象取組・補助額 

No 質 問 回 答 

2-1 ２つの取組の両方について申請できます

か。 

可能です。①人材紹介手数料補助と②採用活動経費補助は同一年

度に両方申請できます。それぞれの上限額（①70 万円、②50 万円）

が独立して適用されます。 

※ ①と②の両方を申請した場合、補助金の合計は最大 120 万円です 

2-2 ①人材紹介手数料補助の対象となる

「正規職員」とはどのような職員ですか。 

雇用期間の定めのない（または定年までの）常勤職員です。有期雇

用・パート・アルバイト等は対象外です。また、介護に従事する職員である

ことが必要です。事務職・調理職等のみでは対象となりません。 

2-3 ①人材紹介手数料補助の対象となる

「人材紹介会社」とはどのような会社です

か。 

職業安定法に基づく有料職業紹介事業の許可を受けた会社です。 

2-4 ①について、複数名を採用した場合はどう

なりますか。 

複数名分の紹介手数料を合算して申請できます。ただし、補助額は合

計紹介手数料の 3/4 で、採用１人当たり 70 万円が上限です。 



2-5 ①について、６か月継続雇用の起算日は

いつですか。 

入職日（雇用開始日）が起算日です。入職日から継続して６か月以

上正規職員として雇用されていることが要件です。 

※ 入職日から６か月を経過する日が翌年度になる場合は、翌年度分の補助と

して申請してください。 

2-6 ②採用活動経費補助の対象となる経費

を具体的に教えてください。 

専ら介護職員の採用を目的とした以下の経費が対象です。 

・ 求人媒体（求人サイト等）への掲載費用 

・ 採用専用ホームページの作成費用 

・ Web 面接システムの利用料 

・ 採用チラシ・パンフレットの印刷経費 

・ ネット広告料 

・ 就職フェアへの出展費用 

・ 採用事務のアウトソーシング費用 

※ 既存ホームページの更新費用や、介護職以外の採用も目的に含む経費は対

象外となる場合があります。 

2-7 ②について、採用活動を行ったが採用に

は至らなかった場合も対象ですか。 

対象です。②採用活動経費補助は採用の成否を問わず、実際に要した

採用活動の経費が対象です。①人材紹介手数料補助と異なり、採用・

継続雇用の要件はありません。 

2-8 国や都の補助金と併用できますか。 同種の補助金と重複して受け取ることはできません。国・東京都の他の

同種補助制度から補助を受けている場合は、その金額を補助対象経費

から差し引いた額が本補助金の対象となります。 

 

３ 申請手続き 

No 質 問 回 答 

3-1 申請書と実績報告書は別々に提出する

のですか。 

本補助金は、交付申請書と実績報告書が一体の様式（第１号様

式）です。要件充足後に一度に提出します。 

3-2 申請に必要な書類は何ですか。 【①人材紹介手数料補助】 

・ 紹介コンサルティング契約書または覚書の写し 

・ 人材紹介会社への支払いが確認できる書類（領収書等）の写し 

・ 補助対象職員と締結した雇用契約書の写し 

・ 勤務シフト表または出勤記録簿の写し 

【②採用活動経費補助】 

・ 委託契約書・媒体掲載申込書等、内容が確認できる書類の写し 

・ 支払いが確認できる書類（領収書等）の写し 

・ 作成したホームページ画面・チラシ・求人広告等の実績が確認できる

書類 

※ 区長が必要と認める書類の追加提出を求める場合があります。 



3-3 申請のタイミングはいつですか。 補助事業の要件を満たした後、速やかに申請してください。①人材紹介

手数料補助は６か月継続雇用の確認後、②採用活動経費補助は経

費の支払い完了後が申請可能な時期です。 

 
 

４ その他 

No 質 問 回 答 

4-1 補助金の返還を求められる場合はありま

すか。 

以下のいずれかに該当すると区長が認めた場合、交付決定の全部また

は一部が取り消され、補助金の返還を命じることがあります。 

・ 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき 

・ 補助金を他の用途に使用したとき 

・ 交付決定の内容・条件またはこの要綱の規定に違反したとき 

4-2 補助金に関する書類は、いつまで保管が

必要ですか。 

補助事業が属する会計年度終了後５年間、収入・支出その他関係書

類を整理保管してください。 

 

 

【お問い合わせ先】 

千代田区 保健福祉部 高齢介護課 介護事業指定係   

電話：03-5211-4336 mail：kaigosoudan@city.chiyoda.lg.jp 

 


